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要約 日本政府は 2022 年 12 月、国家安全保障戦略、国家防衛戦略、防衛力
整備計画を発表した。いずれも、インド太平洋の深刻かつ複雑な安全
保障環境を受けた日本の防衛態勢の大きな転換を示す、重要な戦略文
書である。3 文書は、北朝鮮とロシアが突きつける安全保障上の課題を
浮き彫りにする一方で、拡大主義的な政策、軍事活動、経済的威圧を
理由として、中国をインド太平洋における日本にとって最も重大な戦
略的課題と名指ししている。

我が国は安倍政権下で、中国の挑戦に対応して外交政策と防衛政策の
双方を重視した積極的なアプローチを採用した。この戦略では、 集団的
自衛権と「自由で開かれたインド太平洋」構想が重要な役割を担った。

ポスト安部となる岸田政権は、深刻さを増す安全保障環境を前に日本
の防衛力の強化を目指している。日本は現在、中国による軍事作戦の
可能性や北朝鮮の脅威を抑止するために、反撃能力の強化に対応の重
点を置いている。

特に台湾有事への対応において、日米同盟は依然として日本の安全保
障政策の土台となっている。威嚇、威圧、軍事演習を含めて中国の軍
事行動の性格が変化しているため、抑止はひときわ困難になっている。

我が国は、中国の軍備増強と攻撃的な行動への危惧を次第に強めてお
り、国民の約 8 割が台湾有事の可能性に懸念を示している。一方で、
そうしたシナリオで自衛隊の派遣を支持する声は、いまだ比較的少
ない。

こうした懸念に対応するため、我が国は、トマホークミサイルの導入
やミサイルシステム配備といった、長射程の攻撃力を強化している。
特に台湾海峡における安全保障環境の悪化に対応して、日米同盟は、
即応力と抑止力の強化に向けて作戦計画の調整と演習実施に積極的に
取り組んでいる。

このような協力は、地域の平和と安定性を維持し、武力による現状変
更の試みを抑止する決定的な必要性を強調するものだ。岸田政権は、「自
由で開かれたインド太平洋」構想のもとで、インド太平洋の志を同じ
くする国との連携を強化する決意も表明している。
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国家防衛戦略によると、
北朝鮮は弾道ミサイルに
核兵器を搭載し、我が国
を攻撃する能力を既に 
保有しているという。

はじめに 日本政府は 2022 年 12 月、3 本の重要な戦略文書を発表した。国家安
全保障戦略、国家防衛戦略、防衛整備計画である。困難かつ複雑な国
際安全保障環境に対応して、岸田政権は 5 年以内に防衛力を「抜本的
に強化する」ことを決めた。1

新たな国家安全保障戦略は、中国、北朝鮮、ロシアをインド太平洋の
安全保障上の課題としている。2022 年に発表された 3 文書で、中国は、
インド太平洋の安全保障上の課題として真っ先に言及され、大きな注
目を集めている。中国の現在の拡大主義的な政策、軍事行動、経済的
威圧を含む他の活動は、日本と国際社会の重大な懸念となっている。
2022 年の国家安全保障戦略は、中国を、我が国および法の支配に基づ
く国際秩序への「これまでにない最大の戦略的な挑戦【原文ママ】」と
評している。2

北朝鮮の軍事動向も、我が国の安全保障にとって「重大かつ差し迫っ
た脅威」となっている。3 金正恩が権力の座について以来、北朝鮮はミ
サイル技術の開発を一層推し進め、質量両面で核能力を強化する明確
な意志を示してきた。これまでに 4 回の核実験を行い、240 発以上の
弾道ミサイルや他の飛翔体を発射している。4 国家防衛戦略によると、
北朝鮮は弾道ミサイルに核兵器を搭載し、我が国を攻撃する能力を既
に保有しているという。5

そのため日本は現在、次の 3 つの安全保障上の重大なリスクや有事へ
の備えを進めている。

第一に、日中双方が領有権を主張している海域を中心とする、東シナ
海および南シナ海での中国の強硬姿勢が、海上交通路の安全を脅かし
ている。

第二に、台湾海峡の緊張が高まり中台間に武力紛争が勃発する状況が
考えられる。日本の政界では台湾有事は「日本の有事」とも評される。
こうした事態において米国が台湾を支援する場合、日本は米国と協力
することになる。台湾有事も、日本の海運ルートの安全性を脅かすだ
ろう。

さらに、中国が南シナ海を掌握し第一列島線を越えて西太平洋に進出
し、中国の戦略原子力潜水艦の活動範囲が広がることで米国に対する
核抑止力が高まった場合、インド太平洋における米国の影響力が低下
するだろう。日本を含む米国の同盟国やパートナー国は、自国の安全
保障を危険にさらして対応を講じるよう迫られる。

第三は朝鮮半島有事である。北朝鮮は近年核能力とミサイル能力を急
速に進化させており、先日、南北統一政策を放棄し、韓国を敵国と位
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置づける政策へと転換した。北朝鮮が米国との対話を断念した場合、
朝鮮半島の緊張がさらに高まる可能性があることは否定できない。

韓国、北朝鮮、米国を含む主要関係国間の対話が決定的に不足してい
る状況においては、こうしたエスカレーションが最悪の事態を招くお
それもあるだろう。

本稿では、我が国にとってとりわけ危険が大きいと考えられる後二者
を分析し、危機のシナリオ、その影響、我が国の対応を評価する。
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台湾有事

人民解放軍が建軍 100 年の奮闘目標の達成を果たす 2027 年頃に、中国
共産党が、中国統一を実現するため台湾に侵攻するのではないかとの
懸念が強まっている。6 中国共産党は、台湾に対する領有権を「核心的
利益」とみなし、2005 年 3 月に施行された反国家分裂法において「中
国の主権および領土保全を分割することは許されない」としている。
同法は、平和的統一の可能性が完全に失われた時には武力行使が可能
であることを明記し、国家が主権と領土の保全を守るために非平和的
な手段を講じることを認めている。7 中国は武力による統一ではなく現
状維持を目指すが、台湾の独立は認めないだろうというのが、我が国
で聞かれる通説である。8

2022 年 8 月のペロシ米国下院議長の訪台に対抗して、中国軍機がたび
たび中台の中間線を越え、軍事演習が繰り返された。この事実は、中
国が現状の定義を変更し、既得権益の範囲を拡大しつつあることを示
唆すると思われる。ペロシの訪台などの行動は、中国から見れば、台
湾と米国による現状変更の試みだったのだ。従って一連の軍事演習は、
現状変更を認めないというメッセージと理解することができ、台湾周
辺の海上封鎖の予行演習とも位置づけられるかもしれない。さらに我
が国のメディアは、こうした軍事演習は日本周辺の水域の自由な船の
往来を脅かす威嚇的な効果を狙ったものであり、外部勢力の台湾への
介入を認めないという中国側の意思表示ともとれると報じている。9

中台関係の現状に対する認識のずれを踏まえて、我が国の有識者は、
台湾海峡有事の危険が高まっている可能性を指摘している。本稿では
これ以降、軍事力の評価と中国の政治的意志とという 2 つの側面から
中国による台湾侵攻が現実化する条件を述べる。 

軍事力

2022 年 10 月に開かれた中国共産党全国代表大会の報告において、習
近平主席は、「人民解放軍を世界クラスの水準に」速やかに増強し、自
身の 3 期目任期末となる「建軍 100 年となる 2027 年に向けて目標を
達成する」と述べた。具体的には「強力な戦略的抑止体系を構築し、
新領域・新性質の戦備を拡充し、無人・インテリジェント化した戦闘
力の強化を加速し、ネットワーク情報体系の構築・活用を統一的に計
画する」という。10

中国と台湾の軍事力の全般的な特徴は、次のようにとらえられる。

中国の陸上部隊は圧倒的な軍事力を保有しているものの、台湾本島へ
の地上侵攻を行うための軍事力は現時点で限られている。とはいえ近

中台関係の現状に対する
認識のずれを踏まえて、
我が国の有識者は、 
台湾海峡有事の危険が 
高まっている可能性を 
指摘している。

我が国の 
戦略的リスクを 
めぐるシナリオ
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年は、大型揚陸艦の建造と就役を進め地上侵攻能力を着実に増強して
いる。台湾侵攻作戦を担う部隊は、人民解放軍東部および南部戦区で
ある。増援部隊を含め、両戦区から約 42 万人を台湾前線に投入できる
とされる。台湾軍の兵力約 9 万人に対して、中国は 4.6 倍の地上部隊
を有することになる。中国は驚異的なペースで第五世代、第六世代戦
闘機の配備を進め、海軍を強化しているため、空軍力と海軍力の格差
も次第に開きつつある。こうした推移を受けて、台湾はステルスコル
ベットの開発など、非対称戦力の重視を迫られている。11

台湾は、射程 1,200 キロの地対地ミサイルの開発、および長距離地対
空ミサイル AGM-158 の米国からの導入を目指しているとも伝えられ
る。加えて、PAC-2 の PAC-3 へのアップグレードや、米国からの新型
PAC-3 の導入により、弾道ミサイル防衛能力を強化している。とはい
え中国は多数の短距離弾道ミサイルを保有しており、うち 1,000 発に
のぼるミサイルが台湾を射程圏内に収めるという。対して台湾は、効
果的な対抗手段を欠くと考えられる。

他方で、もし中国が台湾に侵攻するのであれば、作戦支援のため台湾
海峡を越えねばならない。中国海軍は 2022 年時点で、ドック型運搬艦
8 隻、戦車揚陸艦 30 隻、ヘリコプター強襲揚陸艦 3 隻を保有しているが、
これらで一気に運べる兵士の数は 2 万人ほどに過ぎない。

核戦力に関しては、中国は現在 350 ～ 400 発の核弾頭を保有すると見
られる。米国防総省は、中国は 2027 年までに 700 発、2030 年までに
1000 発、2035 年までに 1,500 発の核弾頭の保有を目指していると予
測している。米国は現在約 1,550 発を配備しているため、 この数字が変
わらなければ、2035 年には均衡状態が達成されるだろう（ただし、核
弾頭保有数が等しいだけでは均衡に至らない可能性もある）。12

米国は、欧州ではロシア、アジアでは中国の両前線で安定的な抑止関
係を築く必要があるが、三国間の安定的な均衡を達成するのは困難だ
ろう。また、米国が中国に対し相互脆弱性を認めれば、米国は米中関
係の安定と引き換えに、東アジアでの中国の強硬姿勢を地域レベルで
牽制する力を失うことなる――少なくとも日本を含む米国の同盟国は、
そう捉えるだろう。中国に対する牽制力の低下が明らかになれば、核
拡大抑止の信憑性、さらには米国のコミットメントに対する日本の信
頼が低下しかねない。

同盟国の支援

台湾防衛への米国の本気度は、台湾侵攻をめぐる中国の判断を左右する
重要な要因である。台湾関係法に基づく米国のコミットメントは正式な
同盟ではなく、台湾支援の意思を米国が一方的に表明したものだ。日米

中国に対する米国の 
牽制力の低下が明らかに
なれば、核拡大抑止の 
信憑性、さらには 
米国のコミットメントに
対する日本の信頼が 
低下しかねない。
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同盟と異なり、米台間には共通の指揮命令系統や作戦計画がないため、
米国と台湾が合同作戦を実行するのは容易ではない。さらに米国は従来、
台湾への軍事支援に明確に言及しないが否定もしないという曖昧な姿勢
を貫いてきた。だがバイデン政権下の米国は、台湾支援の意志をこれま
で以上に明確に示すようになったと言えるだろう。13

我が国では、中国の軍備増強や南シナ海・東シナ海を含む現状変更への
強硬な姿勢に対する懸念が強まっている。最近の世論調査では、国民の
8 割近くが台湾有事に不安を感じていると答えた。他方で、台湾有事に
際し自衛隊が米国と共に戦うことに賛成する人は、22% にとどまってい
る。また 44% が、「自衛隊は戦闘に参加しないが、米軍に武器弾薬を後
方支援する」に賛成と答え、51% が反対と答えている。「米軍の在日基
地使用を認め、自衛隊は一切関与しない」に 48% が賛成、47% が反対
と答えた。「在日米軍基地の使用を含め、軍事面では一切関与しない」に
賛成と答えた人は 47%、反対と答えた人は 49% だった。14

国内の政治的要因

中国が、国内の政治経済情勢の影響を受けて台湾に武力を行使するリ
スクについては、慎重な検討が求められる。第一に、中国経済が大幅
に悪化し国民の不満が高まった場合、その不満が与党共産党に向けら
れるおそれがある。この場合に指導部が、国粋主義を助長し国内問題
から目をそらす手段として、台湾への武力行使といった強硬な外交政
策に訴えようとする可能性がある。

第二に、台湾統一への習主席の個人的な思い入れが、決定的な役割を
果たすかもしれない。台湾統一に向けた習主席の野望は、国家政策上
の問題にとどまらず彼の政治的遺産の一部でもある。統一を達成する
ことで、習主席は、特に他の国内課題の中で自らの正統性やリーダー
としてのカリスマ性を高められるだろう。従って、習主席のこうした
思惑によって、台湾統一という目標達成の手段として武力に訴える可
能性が大幅に高まることも考えられる。中国の政治指導部内の複雑な
力関係を反映した、内政上の要請と対外的な野心が絡みあう大局的な
戦略を踏まえて、台湾侵攻という選択肢を捉える必要がある。 

朝鮮半島有事

軍事力

2022 年 12 月に発表された国家安全保障戦略は、北朝鮮の脅威につい
て「北朝鮮の軍事動向は、我が国の安全保障にとって、従前よりも一
層重大かつ差し迫った脅威となっている」と記している。15
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北朝鮮の核兵器増産は、日本にとって重大な懸念である。韓国政府は、
2023 年 2 月に公表した 2022 年版国防白書で、北朝鮮の兵器級プルト
ニウム保有量の推計値を以前の 50 キロから 70 キロに修正した。16 北
朝鮮の小型核兵器、なかでも低出力核兵器（いわゆる戦術核）は深刻
な脅威となっている。北朝鮮は機動性のある戦術核兵器の開発と平行
して、先日政策転換を発表した（金正恩が、韓国を敵国とみなし憲法
を改正するよう指示した）。韓国から見ると、これにより北朝鮮が朝
鮮半島有事だけでなく日本への攻撃においても、核を使用するリスク
が高まっている。17 しかしながら、我が国にとってさらに「差し迫った」
脅威は、北朝鮮のミサイル能力の急激な進化である。

北朝鮮のミサイル運用能力は質量ともに進化している。質的な進化の
注目すべき例として、弾道ミサイル防衛システムを突破できる極超音
速滑空体（HGV）や、火星 17、18 などの長距離大陸間弾道ミサイル
の開発があげられる。加えて一連のミサイル発射実験では、1) 複数発
の同時発射、極めて短い間隔での連続発射、特定目標に向けた異なる
地点からの発射、2) 任意の地点の様々なプラットフォームからの発射

（秘匿性・即時性の向上）、3) 固体燃料化を通じて、発射の秘匿性、抗
堪性、即時性が向上していることが示されている。18

実戦的なミサイル運用能力に関しては、北朝鮮は飽和攻撃を企図して
いる可能性がある。2023 年のミサイル発射を振り返ると、北朝鮮は 1
月から 9 月まで毎月ミサイルを発射したが、弾道ミサイルのみならず、

「ファサル」1 型及び 2 型等の巡航ミサイルを 5 回程にわたり 15 ～
16 発発射した。19

北朝鮮の政策転換

韓国に対する北朝鮮の発言も一層敵対的になっている。金正恩は 2023
年末に韓国を「敵対国」と呼び、南北の関係を「戦争中の両交戦国の
関係」と評した。20 2024 年は、戦争の準備を徹底しなければならない
時だとも宣言した。2024 年 1 月 15 日、金正恩は最高人民会議で演説
を行い、韓国を「第一の敵国」とみなし憲法を改正すべきだと述べた。
また、南北の対話や協力に関わる 3 つの組織の廃止も決定した。21

北朝鮮が好戦的な表現を用いるのは珍しいことではないが、ロバート・
カーリンとシークフリード・ヘッカーは、ある論考で 2 つの根拠に基
づき第二次朝鮮戦争が勃発する可能性を警告している。2 人は根拠と
して、第一に、北朝鮮は長年、米国との関係正常化を目指してきたが、
結局その望みは実現しないと見限ったこと、第二に、国際環境が北朝
鮮に有利なものとなったことをあげている。22

金正恩が戦争すると 
決めたという 2 人の 
見解の是非はさておき、
米国から安全保障の 
約束を取りつけることが、
北朝鮮にとって重要な 
国家目標だという見方を
疑ってみる必要があるこ
とは間違いない。
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金正恩が戦争すると決めたという 2 人の見解の是非はさておき、米国
から安全保障の約束を取りつけることが、北朝鮮にとって重要な国家
目標だという見方を疑ってみる必要があることは間違いない。核・ミ
サイル開発の進歩によって、抑止力となり得る形で米国を攻撃する能
力を獲得したと、北朝鮮が判断する可能性がある。この認識が、域内
紛争が勃発しやすい状況を招くおそれがある。 
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台湾有事

台湾有事が発生する可能性について、我が国では 2 種類の見解が聞か
れる。ひとつは、近い将来に発生するリスクが高いという見方であり、
もうひとつは、中国政府が現時点で台湾侵攻を決断するとは考えにく
いというものだ。

軍事力に関しては、中国の陸海空軍の規模を単純に台湾と比較すると、
中国の兵力は既に台湾のおよそ 4 倍に達しており、侵攻の可能性を排
除できない。しかしながら、中国が戦闘を続けるには、台湾海峡を越
えて補給を行うための輸送能力と海上・海中優位性を確保する必要が
ある。裏を返せば、米国および同盟国が中国による台湾侵攻を阻むた
めには、台湾自体の防衛力の強化に加えて、中国の補給部隊が台湾に
上陸するのを阻止しなければならない。補給路の継続的な確保が難し
いと中国が判断した場合、台湾軍事侵攻の可能性は低くなるだろう。

逆に台湾侵攻を決めた場合、中国は軍事作戦の早い段階で、米国と同
盟国に台湾海峡の制海権、制空権を握られないよう攻撃を仕掛けると
考えられる。中国の中距離弾道ミサイルと巡航ミサイルが、A2/AD（接
近阻止・領域拒否）能力を担って米国海軍の域内への進出を阻むとと
もに、この地域に既に配備された米国の軍事アセットを無力化するだ
ろう。23 つまり、紛争の早い段階で在日米軍基地は中国によるミサイル
攻撃の標的になると考えられる。このシナリオでは、米中ともに全面
戦争や自国本土に対する報復核攻撃へのエスカレーションの回避を目
指す一方で、米国は、自軍の攻撃アセットを中国の中距離ミサイルの
射程圏外に配置するよう迫られる。同時に我が国は、反撃のため長射
程の打撃力を持つ必要があるかもしれない。そうすることで、中国に
よる第二撃能力を弱め、戦闘継続能力を低下させられる。

現時点で米軍は十分な対抗策を有しておらず、2022 年 12 月に発表さ
れた国家安全保障戦略によると、我が国は長射程の打撃力、すなわち「反
撃能力」を獲得することを選んだ。24 これにはトマホークミサイルの導
入や独自のミサイルシステムの配備が含まれる。とはいえ、反撃能力
の構築には時間を要する。中国の軍事力も十分に成熟していないとは
いえ、日米同盟の準備が整う前に中国が台湾を標的にする懸念がある。

さらに、もし中国が米軍による日本国内の基地利用や、米国の作戦へ
の自衛隊の後方支援を阻止し、日米の台湾支援を事実上断念させるこ
とを目指す場合、認知戦を仕掛け、日本の世論の分断を招こうとする
可能性もある。例えば、米軍との連携に否定的な国民感情を利用して
揺さぶりをかけることも考えられる。核保有国である米国に協力する
以上、日本に非核保有国としての資格はなく、もはや中国による消極
的安全保証の対象ではない（あるいは、日本が中国による核攻撃の標

リスクの評価

米軍との連携に否定的な
国民感情を利用して 
中国が揺さぶりをかける
ことも考えられる。 
核保有国である米国に 
協力する以上、日本に 
非核保有国の資格はなく、
もはや中国による消極的
安全保証の対象ではない
と主張するのだ。
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的になり得る）として、日本が核攻撃を受ける可能性に言及するのだ。
米国が台湾を実効的に支援するには、日本の後方支援や護衛、および
日本国内の米国のアセットの保護が欠かせないため、罠にはまる不安
を煽って日米を分断するのは、中国が台湾侵攻作戦を実行に移す上で
有効な手段だろう。

北朝鮮有事のリスク

朝鮮半島有事に関しては、先日の北朝鮮の政策転換と核戦力の強化が、
直ちに韓国への武力行使につながるとは考えにくい。むしろこの展開
は、米国との対話を通じて政権の存続を目指すアプローチから、おそ
らくはロシア、中国との連携を通じて米国の干渉を独力で排除する政
策への移行を意味するものかもしれない。加えて、南北の経済格差は
開き続けているが、たとえ北朝鮮が武力による再統一を目指し韓国を
軍事的に掌握しても、統一国家を支配できる見込みはなく、むしろ政
権の存続はさらに危うくなるだろう。

米国が抱える制約が、北朝鮮の計算に影響を及ぼす可能性も考慮する
必要がある。朝鮮半島有事が発生した場合も、欧州と中東で同時に危
機が進行するなか、国力が低下した米国に朝鮮半島に介入する余力は
ないと北朝鮮が判断するかもしれない。また、米国内で世論が分かれ
たり、米国政府が介入の決断を下せなかったりする可能性もあるだろ
う。米国側のこうした要因が、北朝鮮の軍事行動を誘発するおそれも
ある。

北朝鮮は、緊張を高めて外交上の目標を達成するための手段として核
開発を進めているというのは、あまりに偏った見方だろう。もちろん、
米国との交渉の手札として危機を煽ろうとしている可能性もある。そ
の一方で、米国は国内の合意形成に失敗するなどして、北朝鮮に関与
する機会をこれまで何度も逃してきた。そのせいで、米国のエンゲー
ジメント政策に北朝鮮が失望し、強硬な姿勢を強めているのかもしれ
ない。25 もしそうであれば、北朝鮮が今後、米国との対話と引き換えに核・
ミサイル開発中止に舵を切るとは考えにくいという声もある。その意
味で一連の政策転換はむしろ避けがたく、最終的に北朝鮮は、米国と
の対話をこれまでほど重視しなくなるだろう。

北朝鮮が朝鮮半島で武力を行使しても、自衛隊が米軍、韓国軍と共に
戦闘に参加することはないだろう。だが北朝鮮は、米国の戦闘継続能
力を低下させるため日本による後方支援の阻止を試みると思われる。
そのために台湾有事で想定されるのと同様に、日本に対して核使用の
可能性をちらつかせるかもしれない。
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特に、近年のミサイル能力の進化を受けて、我が国から見て北朝鮮の
核の脅威が高まっており、日本への核使用の閾値が低下している可能
性がある。北朝鮮の優先課題は政権存続であり、韓国に核攻撃を仕掛
けた場合、米国が断頭作戦や戦略的攻撃を行うリスクを強く意識して
いる。たとえ北朝鮮が半島統一という目標を断念したかに見えても、
朝鮮民族を配下に治め韓国に対する政治的正統性を保ちたいと望むだ
ろう。同じ民族である韓国人に核兵器を使えば、正統性が著しく低下
する一方、相手が日本であれば核使用の倫理的なハードルは下がる。
また日本に対する核リスクを高めるか、核の恫喝を行うことで、朝鮮
半島情勢から日本を排除できるだろう。恫喝の信憑性を高めるために
は、北朝鮮が本当に日本に核を使用する可能性があると思わせねばな
らない。こうした理由から、北朝鮮の日本に対する核使用の閾値は韓
国より低い可能性がある。

北朝鮮が半島統一と 
いう目標を断念したかに
見えても、朝鮮民族を 
配下に治め韓国に対する
政治的正統性を保ちたい
と望むだろう。 
同じ民族である韓国人に
核兵器を使えば、 
正統性が著しく低下する。 
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防衛力の強化

この 2 つのシナリオが現実になるのを防ぐために、我が国はどのよう
な政策手段を採用あるいは検討しているのだろう。我が国は、ミサイ
ル防衛と国土強靭化により拒否的抑止を強化しつつ、長距離打撃力（我
が国の政府文書は「反撃能力」と表現している）の獲得を通じた懲罰
的抑止によってこれを補完することを目指している。我が国の長距離
打撃力のみでは中国を抑止できないかもしれないが、米国との協調に
よって日米同盟の域内での対応力を高められるだろう。この相乗効果
により、想定される台湾有事においても中国による力での現状変更が
困難になる。26 さらに、専門家の間には、台湾有事などの危機発生時の
速やかで実効的な対応を確保するために、日米の作戦計画を調整し、
両国がアセットをシームレスに連携してエスカレーション抑止戦略を
実施できるようにすべきだという意見もある。他方で、中国を実効的
に抑止できるレベルまで日米による反撃能力の連携を着実に進めるに
は、一定の時間を要するだろう。27

武力による現状変更を許容しな日米の姿勢を中国に示すために、平時
から明確なメッセージを発することが欠かせない。中国が設定した軍
事演習区域が日本の排他的経済水域（EEZ）と重複し、中国が発射した
ミサイルが日本の EEZ 圏内に落下したことを踏まえて、我が国では、
断固たる姿勢を示すには外交的抗議のみでは足りないという声も聞か
れる。むしろ、コミットメントと抑止への決意を示すには、日米合同
軍事演習などのさらに強力な対抗措置が必要である。28

2022 年に発表された国家防衛戦略によると、力による一方的な現状変
更を許容しないことを相手に認識させ、侵攻が生起した場合には、そ
の態様に応じてシームレスに即応するためには、独自の防衛力を整備
する一方で抑止が必要であるという理念に基づき、防衛力を強化すべ
きだという。29

国家防衛戦略は、こうした対応を戦い方の変化として捉え、我が国も
この変化に適応しなければならないとしている。これまでの航空侵攻・
海上侵攻・着上陸侵攻といった伝統的なものに加えて、精密打撃能力
が向上した弾道・巡航ミサイルによる大規模なミサイル攻撃、偽旗作
戦を始めとする情報戦を含むハイブリッド戦の展開、宇宙・サイバー・
電磁波の領域や無人アセットを用いた非対称的な攻撃、核保有国が公
然と行う核兵器による威嚇ともとれる言動等を組み合わせた新しい戦
い方が顕在化している。こうした新しい戦い方に対応できるかどうか
が、今後の防衛力を構築する上で大きな課題となっている。

こうした評価に基づき、国家防衛戦略は、侵攻そのものを抑止するた
めに遠距離から侵攻戦力を阻止・排除する能力として、以下を重視し

想定される 
対応―― 
3 つの提言

中国が設定した軍事演習
区域が日本の排他的経済
水域（EEZ）と重複し、 
中国が発射したミサイル
が日本の EEZ 圏内に 
落下したことを踏まえて、
我が国では、断固たる 
姿勢を示すには外交的 
抗議のみでは足りないと
いう声も聞かれる。
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ている。すなわち、(1) スタンド・オフ防衛能力、 (2) 抑止が破られた場
合に領域を横断して優越を獲得し、非対称的な優勢を確保するための
統合防空ミサイル防衛能力、(3) 無人アセット防衛能力、 (4) 領域横断作
戦能力、(5) 指揮統制・情報関連機能、迅速かつ粘り強く活動し続けて、
相手方の侵攻意図を断念させるための (6) 機動展開能力・国民保護、 (7) 
持続性・強靭性である。前述のように、我が国が重視するこの 7 つの
能力は、米国の国家防衛戦略に示された統合的な抑止力という概念と
軌を一にしている。

日米同盟の連携強化も有効な手段のひとつである。2023 年 1 月の日米
安全保障協議委員会（2+2）で、日米両国は「米国との緊密な連携の下
での日本の反撃能力の効果的な運用に向けて、日米間の協力を深化さ
せることを決定した」30

我が国が自国の防衛という最大の責務を果たし、最終的に侵攻を遠距
離から迅速に阻止・排除できれば、我が国が自国の防衛に必要な能力
を保有することで、米国は台湾防衛にさらなる戦力と資源を投入でき
るだろう。

日米韓の連携強化

核・ミサイル開発を進め敵対的な姿勢を強めている北朝鮮に、実効的
に対抗するためには、米韓同盟と日米同盟の連携が欠かせない。また
台湾有事が勃発した際にも日米韓が協力することになり、中国の威嚇
的な行動や現状変更への試みを抑止する上でも三か国の協力が効果的
と考えられる。

2023 年 8 月、キャンプ・デービッドで日米韓首脳会合が開催され、「キャ
ンプ・デービッド原則」「日米韓首脳共同声明」「日本、米国および韓
国間の協議するとのコミットメント」の 3 文書において、三か国のパー
トナーシップを強化することが正式に確認された。31

「キャンプ・デービッド原則」は、日米韓の共通のビジョンを確認し、
三か国のパートナーシップは共通の価値を礎とすることを言明してい
る。「日米韓首脳共同声明」で、日米韓はインド太平洋における安全保
障協力を強化し、協力を拡大し、「繁栄し、連結され、強靱で、安定し、
安全なインド太平洋を確保するために必要な共通の能力を生み出す」
ための措置をとることに合意した。32 安全保障協力の分野では、弾道ミ
サイル防衛・対潜戦訓練の実績を土台として複数年にわたる共同訓練
計画を策定するとされ、ミサイル発射データのリアルタイム共有を含
む弾道ミサイル防衛協力、北朝鮮のサイバー活動に関する三か国ワー
キンググループ、情報共有と連携の拡大、外部からの情報操作への対
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抗などに合意した。各国の政治環境を理由として三か国 の安全保障協
力が中断されるリスクを減らすため、こうした協力を制度化し継続し
ていくと見込まれる。

「日本、米国および韓国間の協議するとのコミットメント」では、「我々
の共通の利益および安全保障に影響を及ぼす地域の挑戦、挑 発および
脅威に対する三か国の対応を連携させるため、迅速な形で」協議する
ことにコミットすることを再確認した。

しかしながら、台湾有事を受けて韓国が共同で軍事行動を起こすとは
考えにくい。台湾海峡と朝鮮半島で危機の連鎖が発生する可能性も考
えられる。

戦略的な対話を通じた脅威の低減

我が国と中国および北朝鮮の関係性から、互いの戦略的な懸念や利益
をめぐり率直な建設的対話を持ったり、望ましい関係を築いたりする
のが難しい場合であっても、日米韓は、前述のような能力構築と連携
強化を通じて抑止態勢を強める必要がある。とはいえ、このような対
応をとる中でも、 短期的に危機がエスカレートするリスク、および中長
期的な軍備競争のリスクを避けるための努力として、戦略的な対話を
続けることが欠かせない。

中国と北朝鮮に誤ったメッセージを発信し、誤解と誤算によるエスカ
レーションの誘因を生まないようにすることが重要となる。そのため
には、前述のように抑止力と緊急事態対処能力を強化し、たとえ中国
と北朝鮮が軍事行動を起こしても目標は達せられないと示す必要があ
る。だが、それだけでは足りない。短期的には、誤解や誤算による想
定外のエスカレーションを避けるために、危機管理のためのコミュニ
ケーションを確立し、危機発生時に双方が望まぬ結果を招くことを防
がねばならない。中長期的には、相対的な脅威を低減させ、戦略的な
関係における核の重要性を低下させるために、双方の脅威や懸念をめ
ぐる戦略的な対話が求められる。

軍事能力の増強は、抑止に欠かせないだけでなく中国と戦略的な対話
を始めるための土台でもある。米中間および日中間の互いの戦略的な
意図、思考プロセス、軍事力に対する理解不足が原因で、各国が誤っ
た情報に基づく判断を下すおそれがある。危機発生時に想定外のエス
カレーションを防ぎ安定性を維持するために、信頼できる対話チャネ
ルと危機発生時のホットラインを設置する必要がある。

中国は、[ 既にある 
コミュニケーション・ 
チャネルを ] エスカレー
ション戦略に取り入れ、
政治的手段として利用し、
意図的に中断させて 
緊張を高めてきた。 
ホットラインが危機防止
という役割を確実に 
果たすためには、定期的
なコミュニケーションを
通じた信頼醸成が 
欠かせない。
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米中間および日中間には、既に危機発生時のコミュニケーション・チャ
ネルが存在するが、その実効性は疑わしい。33 中国は、こうしたコミュ
ニケーション・チャネルをエスカレーション戦略に取り入れ、政治的
手段として利用し、意図的に中断させて緊張を高めてきた。ホットラ
インが危機防止という最大の役割を確実に果たすためには、定期的な
コミュニケーションを通じた信頼醸成が欠かせない。

戦略的な対話は、双方が互いの懸念を把握し、安定性と将来的な脅威
の低減に向けた戦略的関係のあり方をめぐり相互理解を確立するため
の土台にもなると期待される。

こうした「軍備管理」アプローチ 34 を採用する場合に残る最大のジレ
ンマは、核拡散防止条約、国際原子力機関（IAEA）の保障措置協定、
一連の国連安保理決議に反する北朝鮮の核兵器獲得による現状変更を
認めることが、地域さらには世界の核不拡散体制に与える影響であ
る。35 言い換えると、北朝鮮の核兵器に伴うリスクを管理するには、世
界は、事実上のニューノーマルとして国際的な不拡散ルール違反を容
認しなければならない。これを認めれば、域内外の非核保有国に対し、
不拡散体制の不公平さをさらに印象づけ、核のリスクへの力（または
抑止）による対応を正当化し定着させることになるだろう。こうした
見地から、北朝鮮の懸念を考慮に入れる必要性はあるものの、軍備管
理を通じた危機管理は暫定的な措置に過ぎないと言え、「非核化」とい
う目標を目指して交渉を続けねばならない。

東アジアにおける戦略的リスクの評価――日本の見解 17



中国は、政治的なメッセージの発信だけでなく、他国を脅迫または威
圧する目的で軍事アセットを利用する姿勢を次第に明確にしている。
これを受けて我が国は、国家安全保障戦略や国家防衛戦略を含む一連
の戦略的な文書に加えて、日韓および日米韓の協議を含む二国間、多
国間の安全保障協議の仕組みにより合意した文書を指針として、日本
およびインド太平洋地域の抑止態勢の強化へと安全保障戦略の軸足を
移した。これにより日本政府は、自国および志を同じくする国に望ま
しい形で域内の戦略的バランスを維持し、中国と北朝鮮の力による現
状変更の試みを阻むことを目指している。

とはいえ、防衛力の強化は抑止に欠かせない一方で、戦略的な対話を
始める土台ともなるべきである。米中間および日中間の互いの戦略的
な意図、思考プロセス、軍事力に対する理解不足が、各国において誤っ
た情報に基づく判断を招くおそれがある。想定外のエスカレーション
を防ぎ安定性を維持するために、信頼できる対話チャネルと危機発生
時のホットラインを設置する必要がある。

中国と北朝鮮の軍備増強の動向と政治的狙いが不透明な中、我が国は、
危機のエスカレーションを防ぐため抑止態勢と域内安全保障協力ネッ
トワークの構築に努めるとともに、できれば双方の戦略的な利益をめ
ぐって中国および北朝鮮との対話を目指し、危機管理の手段として相
互理解を推進し、脅威の低減に向けた機運を醸成しなければならない。

結論
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